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ABSTRACT 
In this paper, the trends of science linkage of innovation are analyzed, based on the linked 
dataset of research articles and patent information for the researchers affiliated with US 
organizations. The number of overall publication increases, while the share of publications 
by those who are also patent inventor decreases. On the other hand, the science linkage on 
the patent side, i.e. the share of patents by those who are authors of research articles increases. 
When we focus on the AI field, the share of publication by private firms decreases again, but 
the firm authors share does not decrease for the publications by the author/inventor 
researchers. A private firm actively engages in patenting activities to protect their propriety 
technologies. The author at a non‐profit research organization, such as university and 
government laboratory, not only publishes but also patents. In conclusion, both open science 
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リンケージのトレンドについて明らかにする。第 4 章 AI 分野にフォーカスして、当該分野
におけるサイエンスとイノベーションの共起化の状況について詳細な分析を行う。最後に
第 5 章においてまとめと今後の研究課題について述べる。 
 
２．論文データと特許データの接続 
 論文データとしては Elsevier 社の SCOPUS データを用いて、著者の所属先住所が米国で
あるレコードを抽出した（NISTEP における 2016 年時点の分析用 MySQL データ）。特許に
関しては米国の研究者を対象としたデータ構築を行うため、米国特許商標庁（USPTO）のデ
ータを用いた。具体的には、2017 年 4 月 18 日時点で同機関のデータベースサイトである
patentiview.org からダウンロードしたデータを用いた。 
 なお、論文については公表年が 1996 年～2014 年（若干の 2015 年データ）約 860 万件、
特許については約 300 万件（ただし、出願年が 1996 年以降のものは約 200 万件）を対象と
3 
している。ただし、特許データについては、権利化された特許の情報のみが公開されている
ため、特許審査期間のラグによって最新の出願年は 2011 年となっている。 
 論文著者と特許発明者の接続については、日本の研究者に関する先行研究（Ikeuchi et al., 
2017）にならい、著者・発明者の氏名と所属情報を用いて行った。まず、接続を行うために
それぞれのデータの所属先のタイプ分け（企業、大学、それ以外の公的研究機関等の３分類）
を行った。具体的には、PATSTAT をベースとした OECD-HAN（Harmonized Name）情報を
用いて、特許出願人の表記ゆれの修正と同時に出願人のタイプ分けを行う（PATSTAT の情









た、氏名については Token Base のウェイトなしのジャカード指標を用いて Approximate 
Match の情報を作成した。最終的に機関名と氏名の両方がマッチしているレコードを同一人
物であると判断した。 
 SCOPUS と USPTO データの著者・発明者マッチの結果を表１に示す。結果の読み取りの
前に今回の作業に関する留意点をいくつか述べておきたい。まず、表１における著者 ID 数
は実際の研究者の数を示しているものではない。SCOPUS のデータベースにおいては著者











                                                     
2 日本のデータを用いた先行研究においては JPO 特許レコードの発明者識別作業を行った
上で、SCOPUS 著者情報とのマッチを行っている（Ikeuchi et al., 2017）。 
4 
きた SCOPUS 著者数は 190,892 であるのに対して、論文データとマッチできた USPTO 発明
者数は 168,472 となっている。つまり、SCOPUS の方が同一発明者に対して複数の ID が紐






























13.3%、所属機関のタイプ別では大学で 22.6%、公的研究機関で 9.2%、企業で 10.3%となっ
た。研究成果として論文の公表が本務といえる大学の研究者において 22.6%という数字はや















































ある。技術分野別の状況についても概ね同様の傾向を示している。“Micro Structural and nano 
technology”, “Pharmaceutical”, “Biotechnology”, “Organic fine chemistry”などのサイエンス型技








図 4 の両者の乖離の原因となっている。 
 
４．AI 分野における詳細分析 







を使った医薬品の開発など、AI が新しいイノベーションを起こすための手法（IMI: Invention 
for Method of Invention）ともいわれており（Cockburn et al., 2018)、コンピュータサイエンス
の一分野である AI が他の技術分野も含めたイノベーション全体への与える影響についても
見ることとする。 
 まず、論文と特許について AI 分野を定義する。論文については SCOPUS データベースに
おいて Elsevier 社が提供する ASJC（All Science Journal Classification）を用いる。ジャーナル
ごとに学術分野の分類を付与したもので、Computer Science の一分野として Artificial 
Intelligence が ASJC=1702 と定義されているので論文についてはこの分類を用いる。特許に







コントロールなどの技術が含まれている。なお、OECD の STI スコアボードにおいては特許
データを用いた AI 技術に関する統計が掲載されているが、OECD (2013)に基づく一般的な
ソフトウェア（G06F）を含む幅広い分類といる。それとの比較では、本論文における AI 分
野や基盤的技術に限定した狭義の分類ということができる。 
 図５は AI 論文と AI 特許の全体に占める割合をしめしたものである。論文と特許の両者
とも 2010 年までは上昇傾向にあるが、その後伸びはとまっている。なお、全体に占める AI
論文の割合は 1％以下、AI 特許については 0.2～0.3％となっている。また、特許については、










































 最後に AI 分野の他の技術分野への広がりについて見た。図８は、著者・発明者の両方の





り基礎的な内容で応用範囲が広いことによるものと考えられる。AI 発明者と比べて AI 著者
においてシェアが高くなっている技術分野は Medical Technology や Organic Fine Chemistry で
あるが、このようなライフサイエンスの分野においても AI サイエンスをベースとする特許






                                                     















































特許庁（2015）,『平成 26 年度特許出願技術動向調査報告書（概要） 人工知能技術』特許
庁． 
元橋一之（2014）,『日はまた高く 産業競争力の再生』、日本経済新聞出版社． 
Arora, A., S. Belenzon, and A. Patacconi (2015), “Killing the Golden Goose? The Decline of Science 
in Corporate R&D,” NBER Working Paper No.20902. 
Callaert, J., B. Van Looy, A. Verbeek, K. Debackere, and B. Thijs (2006), “Traces of Prior Art: An 
analysis of non-patent references found in patent documents,” Scientometrics 69 (1), 3-20. 
Cockburn, I., R. Henderson, and S. Stern (2018), “The impact of artificial intelligence on innovation,” 
NBER working paper No.24449. 
European Patent Office (2016), The Worldwide Patent Statistical Database (PATSTAT), Autumn 
edition. 
Ikeuchi, K., K. Motohashi, R. Tamura, and N. Tsukada (2017), “Measuring Science Intensity of 
Industry using Linked Dataset of Science, Technology and Industry,” RIETI Discussion Papers 
Series 17-E-056. 
Li, G. C., R. Lai, A. D’Amour, D. M. Doolin, Y. Sun, V. I. Torvik, A. Z. Yu, and L. Fleming (2014), 
“Disambiguation and co-authorship networks of the US patent inventor database (1975–2010),” 
Research Policy 43 (6), 941-955. 
Magerman, T., B. Van Looy, and K. Debackere (2015), “Does involvement in patenting jeopardize 
one’s academic footprint? An analysis of patent-paper pairs in biotechnology,” Research Policy 
44 (9), 1702-1713. 
Motohashi, K. and S. Muramatsu (2012), “Examining the university industry collaboration policy in 
Japan: Patent analysis,” Research Policy 34 (2), 149-162. 
Narin, F., and E. Noma (1985), “Is technology becoming science?,” Scientometrics 7 (3)-(6), 368-381. 
OECD (2013), “Exploring Data-Driven Innovation as a New Source of Growth: Mapping the Policy 
Issues Raised by Big Data,” OECD Digital Economy Papers No. 222. 
Schmoch, U. (1997), “Indicators and relations between science and technology,” Scientometrics 38 
(1), 103-116. 
Van Looy, B., V. E. Zimmermann, R. Veugelers, A. Verbeek, and K. Debackere (2003), “Do science-















Author_id Matched Share Inventor_id Matched Share Results
University 1,239,126 85,390 6.9% 310,861 70,338 22.6% 69,075
PRI 2,953,697 19,241 0.7% 187,413 17,308 9.2% 17,161
Firm 566,031 98,732 17.4% 900,476 93,043 10.3% 90,845
Total 4,065,766 190,892 4.7% 1,264,306 168,472 13.3% 163,997
SCOPUS USPTO
W_paper WO_paper W_patent WO_patent
Private 0.11% 0.15% 0.91% 0.55%
Public 0.18% 0.08% 0.76% 0.60%
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